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名古屋大学の取り組み（URA制度）

教員、事務職員と並んだ「第３の職種」として位置づけ、類型（組織、
業務、身分、職位、給与）を明確化

充実したURA教育の実施（①全体研修、②OJT研修、③外部研修受講）
給与体系を規定（5段階の業績評価を給与に反映）
昇給審査、昇格審査を実施
無期雇用制度の導入（総長管理定員ポイントの割り当て、大型共同研究

獲得による雇用財源確保）

 職務に対するインセンティブが働きやすい、魅力ある制度
 明確なキャリアパスと展望が描ける（将来は、本学にて、PM研究プロ

ジェクト・マネージャー）に類する業務を遂行できるURAを確保・育成）
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学術研究・産学官連携推進本部

・知的財産の創出支援・出願・権
利取得

・知財権のライセンス・譲渡などの
技術移転
・大学発ベンチャー創出支援
・共同研究契約書のレビュー

・日本型産学連携手法の創出
・国等の政策動向の情報収集
・TOKAI-PRACTISSの実現

・人社系強化

執行部

・安全保障輸出管理
・利益相反マネジメント
・共同研究契約等支援

・連絡・調整・産学官連携

・学術・産連活動企画・運営
・研究力の調査・分析
・拠点型研究プロジェクト形成
・理系・文系分野別支援
・外国人研究者支援
・科研費,競争的資金獲得支援
・大型プロジェクト支援

・アントレプレナーシップ教育
・大学発ベンチャー支援
・若手PI育成
・博士課程教育推進機構連携
・URAの教育主導

・研究成果の情報発信
・アウトリーチ活動
・Web管理

・共同研究戦略企画
・共同研究マネージメント
・包括連携契約支援
・指定共同研究推進
・OI推進室連携
・地域中小企業連携
・研究支援DBの運用・管理

・国際産学連携,外国契約支援
・欧米事情リサーチ

知財・技術移転部門企画・プロジェクト推進部門 人材育成・情報発信部門産学協創・国際戦略部門

総 長

・IR分析，戦略提案

本部長：産学連携担当副総長

副本部長 本部長補佐

研究広報U

IR本部連携担当

GaN-U
COI-U

国際戦略U

OI推進室

・医療機器・ヘルスケア製品
開発、創薬、医療健康情
報サービス分野の産学連
携の推進

・部局間連携の推進
・外部資金獲得（科研費、

競争的資金）の支援
・バイオデザイン教育の企画

実施

メディカルイノベーション推進室

医学系研究科
附属病院

理事・研究担当副総長

イノベーション戦略室

名古屋大学 学術研究・産学官連携推進本部組織図

15名 9名 8名 10名 2名 3名

NIC(National Innovation Complex)

副本部長

※人数には専任教員5名を含む。

アンダーワンルーフで、組織的戦略的に
機能を発揮
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・企業と効果的な産学連携方法の提案、推進
・組織対組織の大型産学共同研究の企画、提案、推進

（産国）1.5名
・ニーズ、シーズのマッチング調整（産国）1.5名 （人数はエフォート換算で記載）

・IR分析、戦略提案
・研究力の調査、分析

（企プ、人情）2.7名

・名大技術シーズ集uniteの作成、運営
（産国、知財、人情）1名

＜担当部門略称＞
企プ：企画・プロジェクト推進部門
人情：人材育成・情報発信部門
リスク：学術・連携リスクマネジメント部門

・研究マネジメント全体調整（企プ）1名
・拠点形成プロジェクト企画、立案、調整（企プ）2.8名
・国際共同研究、産学連携の支援、企画、実施

（産国）0.8名
・若手研究者の育成（人情）1.3名

研究の
企画・立案

・外部資金獲得支援
科研費、競争的資金等
（企プ、産国）4.9名

資金の獲得 ・研究、産学連携に係るリスク管
理の実施（安全保障、利益相反、
ABS等）（知財、リスク）4.5名

研究の実施
【成果普及】
・アウトリーチイベントの企画
‐あいちサイエンスフェスティバル
‐名古屋大学オープンレクチャー
‐名古屋大学フロントライン
（人情）2名

産国：産学協創・国際戦略部門
知財：知財・技術移転部門

【社会実装】
・特許出願～技術移転活動の実施

（知財）8名
・大学発ベンチャー（設立）の育成、

支援（知財）2.5名
・アントレプレナーシップ教育

（Tongali）の企画、実施
（人情）1.5名

・ポストアワードマネジメント
‐組織対組織の大型産学共同研究
の運営（産国）2.5名

‐医・創薬系産学連携支援、運営
（産国）0.3名
-COI-PJ（企プ、知財）2.3名
-GaN-PJ（企プ）4.4名
-OPERA,AI（企プ）0.5名
-EDGE-NEXT PJ（人情）1名

研究の大きな流れと学術産連本部の業務

：学術産連本部が提供する学術研究マネジメント
：学術産連本部が提供する産学連携業務

成果普及
・

社会実装
研究アイデア

大学分析・IR

企業ニーズ

名古屋大学における学術研究及び産学官連携に係る全学的事業を計画的、効果的に推進する
ため、名古屋大学学術研究・産学官連携推進本部を置く（出典：名古屋大学学術研究・産学官連携推進本部規程より抜粋）

1名

2.7名

3.0名

5.9名

4.9名

15.5名

14.0名

総数47名

 URAの業務は広範、専門知識やスキルが必須。

名古屋大学ＵＲＡ制度と現状（ミッション）
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【給与体系】
「東海国立大学機構職員の人事に関する規程
取扱細則」にて独自の職種として給与を規定
⇒ 年俸制：基本給 約70%，業績給 約30%

【雇用財源の確保】
・2014年度 リサーチ・アドミニストレーター

を育成・確保するシステムの整備事業終了時
に継続雇用6名分を確保

・2019年度 総長管理定員ポイントの割り当
てを受け、11名分の雇用を基幹経費化

【昇格審査】
職位アップ（首席，主幹，主任，一般）の４階層【業績判定】

S～Dの判定により業績給を決定
（業績給の幅：32.5％を基準に

22.5～44.5％の範囲）
【年度（普通）昇級】

C以上の評価で1号アップ

【年度評価】
自己目標達成型の評価制度
・本部執行部（本部長、副本部長、部門長）が実施
・目標設定，中間面談，期末面談を経てS～Dの５段階評価
・業績給決定，普通昇級，昇格審査，無期化審査で活用

【無期化審査】
・通常任期５年．3.5～4年目に申請
により無期審査

・制度導入4年目で19名を無期化

【定年越え雇用】
・定年：首席=65歳，主幹以下=60歳
・主幹URA以下を，65歳まで特任URAとして再
雇用可能な制度を2021年度から開始

名古屋大学ＵＲＡ制度と現状（キャリアパス）
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男女比 PhDの有無 業務資格

現員

応募者

60%

40%

男 女

68%

32%

男 女

52%
48%

あり なし

56%

44%

あり なし

25%

75%

あり なし

主な業務資格：
弁理士4名、知的財産管理技能
士、

中小企業診断士、薬剤師、学芸員
など

20%

80%

あり なし

主な業務資格：

学芸員、知的財産管理技能士、
薬剤師、建築士 など

名古屋大学ＵＲＡの現状 （現員／応募者の比較）

 現員の半数以上がPhDを保有（URAは博士人材が活躍できる職種）。
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年齢分布 前職

現員

応募者

1人

9人

6人 6人
5人

9人

4人

0人
1人
2人
3人
4人
5人
6人
7人
8人
9人

10人

30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～

9人

16人

9人

16人

11人

20人

17人

0人

5人

10人

15人

20人

25人

30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～

6%

94%

URA経験の有無

あり なし

32%

53%

15%

企業 大学・研究機関等 その他

主なその他の前職：

特許事務所、公益財団法人、
フリーランス など

31%

56%

13%

企業 大学・研究機関等 その他

主なその他の前職：

日本学術振興会、美
術館、フリーランス科
学コミュニケーター
など

名古屋大学ＵＲＡの現状 （現員／応募者の比較）

 応募者のほとんどはURA経験がないため、即戦力は期待しにくい。
（OJT、研修システムが必須）
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名古屋大学の共同研究におけるURAの関与実績

12

名古屋大学の共同研究受入実績
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<現状>
 全国の大学に在籍する技術職員は約7,000人。名古屋大学は160人強
 採用区分は異なるが事務職員と同一の法人採用試験により採用するため学部卒直後の採用

が多数を占める
 給与等待遇は事務職員と同一水準。資格・専門性の具備による加給はない
 特殊業務、専門業務従事者は全体の30％。汎用性の高い技術者が70％
 要PhDポストは15％程度（特に受託分析・解析等業務を担当←PhDの受け皿）
 60歳定年、65歳まで再雇用で勤務

＜課題＞
 博士人材、若手研究者の就職先としては大学の研究教育を理解している点で馴染みやすい

が、給与水準が低く、ポスト減により昇進等の機会が少ない
 昨今は人件費削減策として技術職員の所属組織の規模・人員を縮小する傾向にあるため採

用数は少ない
 国立大学は教育支援（学生実験補助業務等）も技術職員の業務であり、研究支援中心の国

立研究機関の技術専門人材との一律の整理は難しい

技術職員の制度と課題

現状のままでは、PhD人材の受入先としての技術職員の魅力は薄い
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